
新型コロナウイルス対策に係るインドネシア政府による入国制限措置（７月１０日

付法務人権省入国管理総局回章に関する７月２２日付追加説明） 

 

●インドネシア法務人権省入国管理総局は、７月２２日付で、「新しい日常」におけ

る滞在許可に関する７月１０日付回章の追加説明を発出しています。 

●この追加説明では、「やむを得ない場合の滞在許可（ITKT）」によりインドネシ

アに滞在する外国人及び査証免除（BVK）等で入国した外国人に対する今後の取り

扱いやインドネシア国内にいるテレックス訪問査証又はテレックス一時滞在査証

（以下、テレックス査証）保持者に対する滞在許可の付与等が言及されており、こ

の追加説明のポイントは本文の通りです。 

●この追加説明の具体的な運用等については、不明な点も多いため、詳細はインドネ

シア法務人権省入国管理総局または入国管理事務所にお問い合わせください。 

 

１．インドネシア法務人権省入国管理総局は、７月２２日付で、「新しい日常」に

おける滞在許可に関する７月１０日付回章の追加説明を国内の各入国管理事務所向

けに発出しています（７月１０日付回章の概要については、７月１４日付け当館お

知らせ（ https://www.surabaya.id.emb-japan.go.jp/files/100074194.pdf ）をご参照くださ

い。）。 

 

２．この追加説明のポイントは以下のとおりです。 

（１）「やむを得ない場合の滞在許可（ITKT）」によりインドネシアに滞在する外

国人 

 ア  訪問滞在許可（ITK）所持者 

 Ａ ７月１０日付回章では、訪問滞在許可（ITK）の有効期限が切れ、現在「や

むを得ない場合の滞在許可（ITKT)」によりインドネシア国内に滞在中の外国人

は、新型コロナウイルスが収束せず、インドネシア国外に移動する手段のない期間

は、滞在許可の延長を行うことができる（在インドネシア日本国大使館には、入管

総局から日本人もこの条件に該当しうるとの説明がありましたが、不明な点が多

く、詳細は入国管理事務所に確認ください。）。 

 Ｂ これに該当する外国人には、数次訪問査証（VKBP D212）による ITKや

APECビジネス・トラベルカード（ABTC）を所持する外国人が含まれる。滞在許可

をすでに延長した ITK及び VKBP D212を保持する外国人は、現行法による諸条件

を満たした後、一時滞在許可（ITAS）へのステイタス変更申請を行うことができ

る。 

 イ 有効期限切れの一時滞在許可（ITAS)または定住許可（ITAP）を保持する外国

人 

 Ａ ７月１０日付回章では、インドネシア国内滞在中で、一時滞在許可（ITAS）

または定住許可（ITAP）の有効期限が切れ、現在 ITKTによりインドネシア国内に

滞在中の外国人のうち、ITASまたは ITAPの延長を行うことが出来なかった外国人

（日本人を含む）は、（下記Ｂの手続により査証を取得しない限り、）同回章が効

力を発する７月１３日から３０日以内に出国する義務がある。 

 Ｂ これに該当する外国人は、ビザオンライン（Visa Online）・アプリを通じて

テレックス訪問査証又はテレックス一時滞在査証（以下、テレックス査証）を入管

総局に申請できる。テレックス査証を取得した外国人は、インドネシアを出国せ

ず、在外インドネシア公館に査証申請せずに、ITKまたは ITASを申請できる。 

https://www.surabaya.id.emb-japan.go.jp/files/100074194.pdf


（２）査証免除（BVK）等で入国した外国人 

 ア ７月１０日付回章では、査証免除（BVK）で入国し、査証免除の有効期限が切

れ、現在 ITKTでインドネシア国内に滞在中の外国人（日本人を含む）は、下記イ

の手続により査証を取得しない限り、）同回章が効力を発する７月１３日から３０

日以内にインドネシアから出国する義務がある。 

 イ これに該当する外国人及びクルービザ保持者は、ビザオンライン・アプリを通

じてテレックス査証を入管総局に申請できる。テレックス査証を取得した外国人

は、インドネシアを出国せず、在外インドネシア公館に査証申請せずに、ITKまた

は ITASを申請できる。 

（３）現在インドネシア国内に所在し、テレックス査証を保持する外国人に対する

滞在許可の付与 

 ア ２０１９年１２月１日以降、インドネシア国内滞在中で、テレックス査証を既

に所持している外国人は、インドネシアを出国せず、在外インドネシア公館に査証

申請せずに、ITKまたは ITASを申請できる。 

 イ ２０１９年１２月１日からこの追加説明発出までの間に発行されたテレックス

査証を所持する者は、ITKまたは ITAS申請日に基づいて滞在許可が付与される。こ

の追加説明発出後に発行されたテレックス査証を所持する者は、テレックス査証発

行日に基づいて滞在許可が付与される。 

 

３．この追加説明の具体的な運用等については、不明な点が多いため、詳細はイン

ドネシア法務人権省入国管理総局または入国管理事務所にお問い合わせください

（入国管理総局オンライン・インフォメーション・センターWhatsApp Chat 

Service：0821-1430-9957）。 

 なお、当館管轄内の各入国管理事務所の連絡先は以下のとおりです。 

（１）東ジャワ州 

ア スラバヤ入国管理事務所（031-8690534） 

   ※外国人からの WhatsAppで申請に関する質問を受け付けてくれる番号（081-

330-442-586）及びメールアドレス（ kanim_surabaya@Imigrasi.go.id ）もご利用いた

だけます。 

イ タンジュンペラック入国管理事務所（031-7315570） 

ウ マラン入国管理事務所（0341-491039） 

エ クディリ入国管理事務所（0354-688307） 

オ マディウン入国管理事務所（0351-386667） 

カ ブリタール入国管理事務所（0342-554759） 

キ ジュンブル入国管理事務所（0331-335494） 

（２）北カリマンタン州 

    タラカン入国管理事務所（0551-21242） 

（３）東カリマンタン州 

  ア サマリンダ入国管理事務所（0541-743945） 

  イ バリクパパン入国管理事務所（0542-443186） 

（４）南カリマンタン州 

    バンジャルマシン入国管理事務所（0511-4707758） 

 

４．状況の推移に伴い、インドネシア政府は、インドネシア出入国に関する制度や

その運用を随時変更しており、突然に入国規制が変更される可能性があります。当

mailto:kanim_surabaya@Imigrasi.go.id


館としては、できるだけ速やかな情報のアップデートに努めていますが、邦人の皆

様におかれても最新の関連情報の入手に努めて下さい。 

 


